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　次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトは、平成26 年９月に発生した御嶽山の噴火等を踏まえ、我が国の火山研究を
飛躍させ、火山噴火に対する減災・防災対策に貢献するために実施している文部科学省のプロジェクトです。本プロジェクトは、
「観測・予測・対策の一体的な火山研究及び火山観測データの一元的流通の促進」と「広く社会で活躍する火山研究人材の
裾野を拡大するとともに、火山に関する広範な知識と高度な技能を有する火山研究者となる素養のある人材の育成」を目指し
ています。火山防災に関わる関係者の皆様の御協力を頂きながら、本プロジェクトを強力に進めていきたいと考えています。

文部科学省研究開発局地震・防災研究課

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
プロジェクトリーダー　藤井　敏嗣

　わが国のように多くの火山をかかえ、将来にわたって火山噴火が想定される国では、火山噴火の時期や場所、その様式、規模、
さらにはその推移を把握することが重要です。そのため、1974 年以来、細 と々ではありますが、火山噴火予知計画が推し進
められてきました。大学・研究機関による基礎研究が主体ですが、得られた成果が気象庁による火山監視に活用されてきたこ
ともあり、2014 年 9 月の御嶽山噴火までは突然の噴火による犠牲者の数はあまり多くはありませんでした。
　1991 年の雲仙普賢岳噴火では火砕流によって44 名の犠牲者が発生しましたが、火砕流災害が予想されて立ち入り規制
が行われていた区域内にいた人 が々犠牲になったものでした。一方、御嶽山噴火では、噴火発生が想定されておらず、したがって、
立ち入り規制も行われていなかった領域で63 名が犠牲となったものです。御嶽山噴火のような小規模な水蒸気噴火は、持続
性が短いこともあり、研究が困難であるとして、これまでの火山噴火予知計画では中心課題としては取り上げられませんでした。
しかし、今後、御嶽山噴火のような犠牲者を生じさせないためにも、火山の基礎研究に加えて、明確に火山災害の軽減を目
指した火山研究も推進することが喫緊の課題であることがあらためて認識されました。
　火山噴火としては、御嶽山噴火はごく小規模なものでした。たとえ小規模であっても、噴火地点の近傍にいれば大惨事に見
舞われることが示されたわけですが、規模の大きな噴火の場合には火口近傍だけでなく、居住地にまで大きな災害をもたらすこ
とになります。この百年ほどの間、わが国では大規模噴火を経験していません。このこと自体は幸運だったわけですが、前の大
規模噴火は地震計など近代的観測装置が開発されて間もない時期であったために、噴火が発生する前にどのような前駆現象
が捉えられるのかなどが必ずしも明確になっていません。今後は噴火の切迫度を測る手法の開発も含め、大規模噴火を想定し
た研究も急務です。
　さらには、火山研究を担う人材を育成しなければ、将来にわたって予想される火山噴火に対応できません。また、活動火山
対策特別措置法の改正により、全国の49の火山に火山専門家を配置した火山防災協議会が設置されましたが、このような
任務を担える火山専門家の数も十分ではありません。火山防災協議会の専門家は、地質、地球化学、地球物理学という火
山学を担う広い分野の理解に加え、情報の伝達や避難のあり方を含め火山との関わり方そのものを取り扱う社会科学や人文
科学の考え方も理解できることが望まれます。ところが、現在、火山研究に従事している教員は各大学では少数ですし、分野
も限られます。このため、各大学で独自に火山研究者・専門家を育成することは効率的ではなく、全国に散らばる火山研究者
がコンソーシアムを構成し、大学の枠を超えて、火山人材教育を行うことが重要です。
　以上のような観点から、本プロジェクトが当面10 年の計画として進められています。社会が期待する火山防災への貢献を目指
して、我が国の火山観測研究の水準を飛躍的に引き上げるとともに、広範な知識を有する火山研究人材を育成していきます。

  はじめに 

  ご挨拶
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次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
総括プロジェクトアドバイザー　西垣　隆

　次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの総括プロジェクトアドバイザー（総括PA）をさせていただいています西垣と申し
ます。観測・予測・対策の一体的な総合研究としての火山研究を実施して我が国の将来の火山研究を担う研究体制を確立し、そ
の飛躍的な発展をもたらすとともに、広く社会で活躍する火山研究人材を育成します、この総合プロジェクトの実施にあたり、総括
PA はプロジェクトリーダー（PL）とご相談しつつ、助言者として総合的な観点から実施研究者の種 の々ご相談に乗り、プロジェク
トの円滑な展開と優れた成果の獲得を図ることが務めです。
　高く掲げています目標の達成に向けて、多数の機関・広く異なる分野の研究者が共同で実施します我が国初と言えます画期的
な取組みです。従いましてその推進に向け、プロジェクト展開のご様子を実施研究者の皆様からお伺いしてご相談に乗りつつ、緊
密な連携によるスムーズな展開のお手伝いに努めています。加えて、共同活動・共同研究の推進にはその基盤となります仕組み作り、
システム作りが有効であり重要ですので、そうした仕組み作りを推進しています。連携展開に向けて大きな基盤となりますデータネッ
トワークの構築が着実に進められています。また、伊豆大島での活動を皮切りとして、火山活動の予兆をキャッチして早い段階から
火山活動の推移を観測することにより予測研究展開に資する緊急観測（集中機動観測）の仕組み作り、などが進みつつあります。
さらにこうした仕組みをもとに、自治体の方々 との連携推進も意図しています。実施研究者の、そして火山防災に関わられています
関係者の皆様のご協力をいただいて、微力ながら我が国の火山研究の発展に、火山防災に、お役に立つことができればと思います。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
リスクコミュニケーション担当プロジェクトアドバイザー　関谷　直也

　次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのリスクコミュニケーション担当プロジェクトアドバイザー（リスコミ担当PA）を
させていただきます関谷と申します。私は20 年近く、災害時の情報伝達、火山や水害など自然災害や人為災害時の心理、
社会現象に焦点をあてて防災研究を行ってきました。
　私たち防災研究では、危機的な現象（Hazard）と、そのあとの災害（Disaster）を区別します。人体を研究する「基礎医学」
だけで人々 が健康に暮らすための「医療」が成立しないのと同様、火山現象の研究、火山観測だけでは火山防災は成り立ちま
せん。自然現象の理解はもちろん必要不可欠ですが、それと社会における災害被害を減らすこと、防ぐことは別のことだからです。
　火山噴火における減災・防災のためには火山現象の研究、火山観測、対策技術開発を強化・推進していくとともに、火山周
辺住民、メディア、関係省庁、防災関係機関、国民全体が火山研究の現状を理解したうえで、協働して火山に対するかかわり
方そのものを考え、火山防災に取り組んでいく必要があります。また火山専門家が、災害関連の法律、制度、災害に関する周
辺領域の研究を理解するというだけではなく、防災に関係する研究者・実務家と火山災害についての共通認識を持ち、総力を
挙げて火山の減災・防災対策の仕組みそのものを考えていく必要があります。
　このプロジェクトでは火山現象の研究、火山観測、対策技術開発の推進および次世代の火山研究者の育成の周辺部分で
それらコミュニケーションや関係づくりのお手伝いをするのが私の仕事と考えています。微力ながら本プロジェクト実施者の皆
様に伴走させていただき、我が国の火山防災に貢献していきたいと考えています。

  ご挨拶
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　プロジェクトの概要

プロジェクト参加機関一覧

課題A：各種観測データの一元化
課題責任機関 防災科学技術研究所

課題 B：先端的な火山観測技術の開発
課題責任機関 東京大学
共同実施機関 防災科学技術研究所
参加機関 北海道大学
参加機関 東北大学
参加機関 東京工業大学
参加機関 名古屋大学
参加機関 神戸大学
参加機関 九州大学
参加機関 鹿児島大学
参加機関 東海大学
参加機関 神奈川県温泉地学研究所

課題 B2-1：空中マイクロ波送電技術を用いた
火山観測・監視装置の開発

課題責任機関 九州大学
課題 B2-2：位相シフト光干渉法による多チャンネル

火山観測方式の検討と開発
課題責任機関 秋田大学
共同実施機関 白山工業株式会社

 

課題C： 火山噴火の予測技術の開発
課題責任機関 北海道大学
共同実施機関 東京大学
共同実施機関 防災科学技術研究所
参加機関 東北大学
参加機関 秋田大学
参加機関 山形大学
参加機関 茨城大学
参加機関 静岡大学
参加機関 熊本大学
参加機関 早稲田大学
参加機関 日本大学
参加機関 常葉大学
参加機関 産業技術総合研究所

課題D：火山災害対策技術の開発
課題責任機関 防災科学技術研究所
共同実施機関 アジア航測株式会社
共同実施機関 京都大学
参加機関 鹿児島大学
参加機関 山梨県富士山科学研究所
参加機関 株式会社大林組

 

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業
コンソーシアム代表機関 東北大学
コンソーシアム参加機関 北海道大学
コンソーシアム参加機関 山形大学
コンソーシアム参加機関 東京大学
コンソーシアム参加機関 東京工業大学
コンソーシアム参加機関 名古屋大学
コンソーシアム参加機関 京都大学
コンソーシアム参加機関 神戸大学
コンソーシアム参加機関 九州大学
コンソーシアム参加機関 鹿児島大学
コンソーシアム協力機関 秋田大学
コンソーシアム協力機関 茨城大学
コンソーシアム協力機関 信州大学
コンソーシアム協力機関 広島大学
コンソーシアム協力機関 首都大学東京
コンソーシアム協力機関 早稲田大学
コンソーシアム協力機関 気象庁 
コンソーシアム協力機関 国土地理院
コンソーシアム協力機関 防災科学技術研究所
コンソーシアム協力機関 産業技術総合研究所

 

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトは、「火山研究の推進」と「人材育成」を通して、火山災害の軽減
への貢献を目指すプロジェクトです。
「次世代火山研究推進事業」⇒「観測・予測・対策」の一体的な火山研究および火山観測データの一元化流通を推進
「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」⇒ 火山に関する広範な知識と高度な技能を有する未来の火山研究者を育成

　委託先機関：大学、国立研究開発法人等　　事業期間：平成 28年度～平成 37年度
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課　題

A 各種観測データの一元化

はじめに
　課題Ａ「各種観測データの一元化」は、国立研究開発法人
防災科学技術研究所（以下、防災科研）が課題責任機関を担
当しています。防災科研は、「災害に強い社会の実現」を目標
に掲げ、防災科学技術に関する基礎研究や基盤的研究開発等
を業務としています。また、火山観測網などの施設・設備の整
備や共用促進、他機関との連携・協力等を通じて大学、民間事
業者など他機関の研究開発成果も含めた我が国全体として
の研究開発成果を最大化することが求められています。これ
らの使命を踏まえ、課題Ａは、火山研究の活性化や関係機関
の連携の促進を通じて火山災害による被害の軽減に資する
ため、主に火山観測データを共有するしくみなどの研究の基
盤となるシステムの開発を進めています。  

火山観測網とその役割
　防災科研は、全国の16の活火山に55カ所の火山観測施設
を設置して、火山観測を行っています（写真1）。この観測施
設には、深さ100～200mの井戸の底に設置した高精度の
地震計や傾斜計、地上にはGNSS( 全球測位衛星システム)と
いう観測装置が設置されており、24時間リアルタイムで観
測データを収録しています。これらの観測装置は、噴火前に
マグマが地下に蓄えられることによって生じる火山のわず
かな膨らみや、噴火直前に地下でマグマが岩盤を割って押し
広げながら上昇する時に発生する小さい地震、地面のわずか
な傾きなどを捉えることができます。
　観測データを詳しく分析することによって、マグマの動き
を推定することができるので、観測データは、火山噴火の仕
組みを解明するための研究に使われたり、リアルタイムで気

象庁に伝送されて火山監視に利用されたりしています。火山
噴火による重大な災害が起こる恐れがある場合は、観測デー
タの分析などに基づき、気象庁から噴火警報が発表され、各
市町村から避難勧告などが発表されます。このように観測
データは、火山研究や火山防災にとって、非常に重要なもの
となっています。

観測データの一元化とは
　火山観測を行っているのは、防災科研だけではありませ
ん。気象庁は全国の50 の活火山で火山観測を行っていま
すし、大学、国土地理院、産業技術総合研究所、地方自治体な
ど、多くの組織が観測を行っています。1つの火山を複数の
組織が観測している例も多数あります。この観測データを
お互いに交換すれば、より詳しくマグマの動きを推定した
り、これまで気付かなかった現象が見つかったりする場合
があります。また、観測データと同時に知見や経験も共有す
ることで、より高度な研究や火山監視を行うことができる
ようになります。そこで、各組織間で協定を結んで、お互い
にデータを交換したり、共同研究や火山活動に関する情報
交換をしています。また、防災科研はホームページ（http://
www.vnet.bosai.go.jp/）を通じて、データを提供してい
ます。これにより火山観測を行っていない大学の研究者な
ども研究などの目的に利用することができます。
　しかし、現在行われているデータの共有は、一部の組織や
研究者、データも一部の種類に限られており、誰がどこで何
の観測を行っているかという情報も十分に共有されていな
いのが現状です。さらに、このデータ共有の方法は、これま
で火山研究に関わったことのない人にとっては、使いにく
いものになっています。火山観測によって火山防災に貢献
するためには、従来の火山研究だけでなく、他の研究分野、
業界、民間企業、地方自治体などとの連携がますます重要と
なっています。誰でもデータを提供でき、また誰でも利用で
きる環境があれば、これまで火山観測に関わってきた人に
とっても、関わって来なかった人にとっても利用しやすい
ものになります。これが「観測データの一元化」です（図１）。

システム開発
　火山観測データの一元化を進めるにあたって、平成29年
度に16の関係機関の18名の委員から構成される「データ
流通ワーキンググループ（以下、データ流通WG）」を設置
し、火山分野でのデータ流通の仕組みについて集中的に検
討を行いました。データ流通WGでは、この観測データ一写真1　岩手山の火山観測施設

【事業責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　地震津波火山ネットワークセンター
　火山観測管理室長　上田　英樹
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課題A　各種観測データの一元化

元化は単にデータを共有すること自体にとどまらず、火山研
究の活性化、観測データの研究や防災への利活用の促進、研
究分野間・組織間の連携の強化、火山防災への貢献、人材育
成に資することを目指すことを確認しました。そして、図２

のようなイメージを基本としてデータ流通を進めていくこ
とで合意しました。
　この方針を踏まえて、平成30 年度末の運用開始に向け
て、GIS やグラフツール等の可視化ツールやデータをダウ

図１　「観測データの一元化」のイメージ

図２　火山分野のデータ流通のイメージ
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課題A　各種観測データの一元化

ンロードする仕組みなどの開発を進めています。データ公
開のためのポータルサイト(https://jvdn.bosai.go.jp) の
公開も開始しました（図３）。

火山研究の活性化や火山防災等への貢献
　開発中の可視化ツールやデータ流通の仕組みを活用する
ことによって、これまでよりもデータの活用、研究分野間・組
織間の連携、共同研究が進めやすくなると考えられます。しか
し、ただ仕組みを構築するだけで火山研究が活性化するわけ
ではありません。この仕組みは、まずは次世代火山研究・人材
育成総合プロジェクトの参加者が中心になって活用していき
ますが、プロジェクト参加者以外の研究者や研究者以外の防
災関係者等にも利用者を広げていくことが望まれます。その
ためには、課題Aが他の課題とも連携して、この仕組みを活用
した共同研究や取り組みを促進していく必要があります。
　その一つが「定量的なハザード評価やリスク評価手法
の開発」です。定量的なハザード及びリスク評価手法とは、
観測データを活用して、いつ、どこでどのような火山災害が
どのくらいの確率で起こりそうかを予測する技術のことで
す。この手法の開発は、各国の研究機関が進めていますが、
大変困難で、まだ実用可能な技術はどこも実現できていま
せん。この情報を、適切なタイミングで、分かりやすく国民
や防災機関等に伝えることができれば、効果的な防災対策
や防災対応の判断に役に立ち、火山災害による被害の軽減
に大きく貢献できると考えています。
　定量的なハザード及びリスク評価手法の開発には、大きく
分けて2つの技術開発が必要です。一つは火山噴火の定量的
な予測です。この技術の実現のためには、まず火山噴火がど

のような仕組みで起こるのかを理解することが必要です。こ
のためには、多項目の観測データの解析や、分野間連携の研
究、海外の研究機関とも連携し多くの火山の比較研究が必
要となります。課題Aで構築するシステムは、このような研
究を行うために必要不可欠な仕組みになるはずです。もう一
つは、火山災害の予測です。火山災害を予測するためにも、火
山災害がどのような仕組みで起こるのかを理解する必要が
あります。そして、リアルタイムの観測データから素早く噴
火規模や噴火地点等を把握して、数値シミュレーションによ
り予測する技術開発が必要です。さらに、このような予測情
報を地方自治体や防災機関、研究者と共有し、防災に活用し
ていくためには、可視化することが必要です。課題Aで開発
する可視化ツールはこの情報共有のためにも活用できます
し、どのように情報を伝えたらよいかについての研究も課題
D-3と連携して進めていきます。いずれの技術開発も簡単な
ことではありませんが、次世代火山研究推進事業が進めてい
るこうした「観測・予測・対策」の一体的な火山研究において、
課題Aが開発する仕組みを有効に活用し、それによって火山
研究の活性化や火山防災への貢献につながると確信してい
ます。

おわりに
　課題Aでは、観測データを一元化するためのシステムの
開発や関係機関の調整などを進めており、平成30年度末に
はシステムの運用を開始したいと考えています。このシス
テムの運用を通して、火山研究の活性化や防災への貢献な
ど、社会の期待に応えられる成果を目指していきます。

図3　データ一元化のポータルサイト
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１．火山軽減への取り組み
　岩盤（プレート）が地下深部に沈み込むことによる火山活
動ででき上がった日本という国では、火山噴火と巨大地震の
発生は必然で、常に国民はこれらの自然災害を被る危険を背
負っています。私たちは風光明媚な火山の姿を愛でるなどの
豊かな自然の恩恵を享受すると同時に、火山噴火に適切に準
備して対処する必要があります。
　火山災害は局所的で、頻度が低いため、火山のそばに住ん
でいる人以外は関心が低く、知識が少ないと思います。それ
が極めて悲惨な結果となったのが2014 年御嶽山噴火でし
た。登山客の多くは、身近に噴火災害が発生する可能性につ
いて意識することなく登山し、突然噴火に遭って被災されま
した。この噴火を受けて、活動火山対策特別措置法が改正さ
れ、国は図１のような体制を整備して、住民を火山災害から守
ることになりました。

　これを簡単に説明すると、それぞれの火山で噴火が発生す
るとどの地域にどのような火山災害が及ぶかを事前に想定
（ハザードマップの作成）し、あわせて火山噴火の危機が迫っ
た時にはどのような噴火活動の推移をたどるかの事前検討
（噴火シナリオの作成）も進め、現実に噴火が始まりそうな時
にこの両者を利用して住民避難等の対策を実施するという
ものです。実際の運用では気象庁が発表する「噴火警戒レベ
ル」が重要な役割を担うことになっています。もし噴火警戒レ
ベルが天気予報並みに確実で、しかも噴火までに十分な猶予
時間があるうちに発表されれば備えは十分と言えます。しか
し、現実には多くの問題があります。例えば、2014 年8月に
水蒸気噴火、翌2015 年5月に爆発的なマグマ噴火を起こし
た口永良部島では、噴火警戒レベルはこれら２つの噴火の前
ではなく、噴火が始まった直後に引き上げられました。これま
でも多くの火山で同様の例があります。一方で、レベルを引き
上げたものの噴火しなかったことも度々あります。これは、気
象庁に責任があるのではなく、天気予報とは違って火山噴火

の科学的な予測技術がまだ完成していないことが主な原因
です。つまり、現行の制度をうまく機能させ、火山噴火による
災害を減らすには、火山噴火予測の精度向上に結び付く研究
開発が大変重要であると言えます。

２．観測に基づく火山噴火予測
　次世代火山研究推進事業の「課題Ｂ：先端的な火山観測
技術の開発」では、新たな観測技術や解析方法等を開発し、
噴火予測の高精度化を目指します。ちなみに、課題Ｃはハザー
ドマップや噴火シナリオの高精度化を目指したものと考える
ことができ、課題Ｄは避難計画の高度化を念頭に置いている
と言えます。つまり、次世代火山研究推進事業は、科学技術に
よって火山防災体制の高度化を応援することを事業全体の
大きな目標としています。
　火山噴火は、地下にある溶融した岩石（マグマ）が地表に達
し、空中や地表に放出される現象です（図２）。地下の非常に
深い場所で生成されたマグマは周辺の岩石より密度が低い
ので上昇し、密度がほぼ同じになる深さになると一旦上昇を
停止します。これが火山の下にあるマグマ溜まりです。深部か
ら地表近くまで運ばれたマグマに溶けていた水や火山ガス
の素は、圧力が低下するため気化して火山ガスになります。気
相は液相よりも軽くて変形しやすいので、岩盤の小さな隙間
を通り、マグマより早く地表に到達します。地表直下に粘土層
のように流体を通しにくい層（不透水層）があると、その直下
に高温の火山ガスが溜まります。それが高圧になり、地表近く
の地盤を突き破ると水蒸気噴火が起こります。また、マグマ
溜まりの中でマグマの進化が続き、密度が低下した一部は地
表に向かって上昇し始めます。一旦、上昇を始めると圧力が低
下し、マグマに含まれる火山ガスの素の気化が促進されて密

【事業責任者】国立大学法人東京大学地震研究所　教授　森田　裕一

先端的な火山観測技術の開発
課題B　先端的な火山観測技術の開発　

図1　活動火山対策特別措置法の概要の一部抜粋

図2　火山噴火過程の模式図と課題Bの各サブテーマの位置づけ
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度が低下し、周辺の岩石を破壊しつつ上昇が加速します。最終
的に、地表に達してマグマ噴火に至ります。
　このような火山噴火に至るまでの過程において、地表では
色々な現象が観測されます。マグマや火山ガスの上昇で、地
震が多数発生します。また、地表が変形したり、火山ガスが地
表で観測されたりします。高温の火山ガスが地表に運ばれて
くることで、地表直下の温度が上昇し、地磁気の変動が観測
されます。現在は観測によって諸観測量の異常を見出し、そ
の程度から噴火予測を行っています。しかし、判断基準である
「異常の程度」は、これまでの数少ない経験に基づくものが多
く、科学的根拠も十分ではありません。予測の高度化のため
には、異常を検知する能力を上げることと、異常の程度を科
学的に分析して、異常を引き起こす原因にまで遡って、異常の
程度を数値化することが必要です。

３．「先端的な火山観測技術の開発」で目指すこと
　異常の検知能力を向上するためには、個々の観測手段の高
精度化を進めると共に、できるだけ多くの観測手段から火山
の状態変化を捉えること、そして平時の火山の状態や地下構
造等の特徴を知り、平時と異なる観測量が現れたときに、そ
の異常がどのようなものかを適切に評価できる仕組みを作
る必要があります。
　つまり、①多種類の微弱な観測事象として現れる噴火先行
現象を精度よく捉えるため、新たな観測手法を開発してより
多くの情報を得る。②新たな観測手法も含め、既存の装置・

データを総動員して、現時点における各火山の活動状況・切
迫性を評価する基準となる基盤的なデータを蓄積し、噴火先
行現象を即時的に判断する各種ツールを開発する。の２つの
方向が必要で、課題Ｂでは、この２つの方向から火山災害の軽
減に資する技術開発を行います。
　具体的には、４つのサブテーマに分けて事業を進めます 
（図３）。
　サブテーマ１は、宇宙線ミュオンによる火山浅部の透視像
と火山活動の相関を見出すために、画像をデータベース化し、
実際の火山活動と比較し、新たな火山活動評価手法の利用
を目指します。
　サブテーマ２は、リモートセンシング技術（地上設置型合
成開口レーダーの開発、分光スペクトル画像計測装置の小型
化）の高度化を通して、局所的で微小な地殻変動の検出や、火
山ガスの遠隔測定を目指します。
　サブテーマ３は、火山ガス同位体分析技術の高度化を行
い、地表で採取された火山ガスがマグマから出たものか、地
下水が熱せられて出たのかを即時的に判断する手法を開発
します。
　サブテーマ４は、全国の活動的な火山を計画的に精密機動
観測し、火山の構造や既存の観測点からだけではわからない
微弱な火山活動を捉えることを目指しています。そこで得た
観測データは火山が活発化する兆しがあった時の比較の基
準に用います。また、観測データの即時処理を行うツール開
発を目指します。

課題 B　先端的な火山観測技術の開発

図3　課題Bの実施内容
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サブテーマ 1 課題 B　先端的な火山観測技術の開発

　我が国は世界に先駆けて素粒子ミュオンによる火山浅部
の透視（ミュオグラフィ）を成功させ、火口近傍領域には限ら
れるものの、これまでにない解像度で火山浅部の内部構造を
画像化しました。例えば、浅間山では2004 年の噴火で放出さ
れ、現在では固結している溶岩の下にマグマ流路の上端部が
可視化されました（図1左）。また、薩摩硫黄島ではマグマ柱
上端部に発泡マグマが可視化されました。これらはすべて静
止画像ではありますが、2009 年の浅間山噴火前後の火口底
の一部に固結していた溶岩の一部が噴火により欠損した様子
が透視画像の時系列変化として可視化され（図1右）、また最
近では2013年の薩摩硫黄島の小規模噴火においてマグマの
上昇下降を示唆する透視映像も取得されました（図2）。

　これらの成果は、ミュオグラフィが火山浅部の動的な構造
を把握し、噴火様式の予測や、噴火推移予測に情報を提供で
きる可能性を示しています。しかし、現状ではミュオグラフィ
データ解析に時間がかかり、仮に数日間の観測で十分な統計
精度のミュオグラフィデータが得られたとしても、そのデータ
を即透視画像として提供する事が出来ていません。また、現状
では全ての火山学者が透視画像にアクセス出来る状況にも
ありません。これは、解析により生成された透視画像が、ミュ
オグラフィ研究者グループの計算機内に保存されており、他の
火山学者がそれを閲覧することができないからにほかなりま
せん。もし、火山学者による透視画像の解釈が進み、火山活動
とミュオグラフィ透視画像の関連について系統的に評価する
ことができるようになれば、火山噴火に対する理解も一層深
まるに違いありません。そこで、本サブテーマでは、ミュオグラ
フィデータを自動的に処理して即透視画像として提供できる

自動処理ソフトウェアを開発し、その結果出力される火山体
透視画像をオンラインデータベース化する事により、リアルタ
イムで火山学者が閲覧したい期間の透視画像を自由に取り
出せる環境整備を行います。加えて、より詳細な火山体浅部の
構造を把握するために、ミュオグラフィ観測装置の高解像度
化を図ります。図3に示すのが本研究開発で完成した高精細
ミュオグラフィ観測装置を用いて撮影された桜島の高解像
度画像です。これまでの透視画像（図2）と比較すると格段に
解像度が向上していることがわかります。ハイビジョンから４
Ｋへの飛躍のように、従来の10倍を超える画素を提供する事
で、より鮮明な火山透過画像を提供できるようになります。こ
の２つの研究開発を組み合わせ、これまでのミュオグラフィ技
術では難しかった噴火様式の予測や噴火推移予測に情報を
提供することを目指します。さらにミュオグラフィの正しい理
解を社会に伝える活動を実施します。

【分担責任者】国立大学法人東京大学地震研究所　教授　田中　宏幸

新たな技術を活用した火山観測の高度化

図２　薩摩硫黄島で撮影された時系列的ミュオグラフィ透視画像。赤い部分
は密度が高く青い部分は密度が低い。2013年6月16日と30日に火映が観測
された。

図3　桜島で撮影された高精細ミュオグラフィ透視画像。白枠で囲んだ部分が
観測装置の視野。

図１　（左）浅間山で撮影されたミュオグラフィ透視画像。赤い部分は密
度が高く青い部分は密度が低い。（右）2009年の浅間山噴火前後で撮影
されたミュオグラフィ透視画像。上が噴火前で下が噴火後に取得された
画像。噴火前の火口底の位置に点線を入れた。
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　火山災害の軽減のためには、火山活動に伴う諸現象を詳
細に把握し、確度の高い火山活動予測につなげることが重要
です。従来の観測に加え、現地観測が困難な火口周辺で生
じる現象も把握できれば、より詳しく火山活動を把握できる
ようになります。そこで、本サブテーマにおいては、遠隔地か
ら火口周辺の地殻変動や熱的活動、火山ガス等を計測するリ
モートセンシング技術についての研究開発を進めます。
　地殻変動は地下におけるマグマ等の挙動を推定できる重要
な観測項目の一つであり、多くの火山で高精度な観測網が構
築されています。しかし、火山活動の全容を把握するために
は、より稠密な観測が必要です。そこで、より稠密な地殻変
動情報を得ることが可能な衛星搭載型合成開口レーダー（衛
星 SAR）が用いられます。衛星 SARはレーダーを用いてメー
トルレベルの空間分解能を有する地表画像を取得します。さ
らに、異なる時期に取得した画像と比較することにより、そ
の期間に生じた地表変動を検出することが可能です（桜島に

おける検出例を図1に示す）。この衛星 SARデータをより効
率的に火山研究や火山活動評価に活用するため、本サブテー
マにおいては衛星 SARによる地表変動データのデータベース
化を進めます。
　一方、衛星 SARによる地表変動データの時間分解能は人
工衛星の回帰周期に制限されるという短所があります。よっ
て、火山活動が活発化した場合に生じる、日単位の地殻変動
を検出するためには、新たな観測技術の開発が必要です。そ
こで、本サブテーマにおいては、場所を選ばずに、どこでも
高精度に地殻変動を観測可能な、可搬型レーダー干渉計の
開発を進めます。その計測原理は衛星 SARとほぼ同様です
が、地上から観測するため、高頻度な観測が可能という利点
があります。
　火山の地熱温度分布、火山ガス、火山灰等の計測は、火
山の活動度や火山災害の状況把握に役立つ重要な情報を得
ることができます。それらを計測する技術の一つとして、光
学的リモートセンシング技術が活用されています。近年にお
いては、航空機等に搭載する大型の分光装置を用い、観測
対象の光学的特性（光のスペクトル）を計測することにより、
多様な表面現象（温度、ガス濃度、物質等の分布）に関する
観測情報を取得できるようになりました（桜島における観測
例を図2に示す）。しかし、装置が大型で専用の観測機を必
要とするため、一般的に広く普及させることは困難という問題
があります。一方、最近では、ヘリコプターや地表から火山
の表面温度を容易に把握できる手持ちが可能な可搬型のカ
メラ型装置（可視・赤外カメラ）が普及してきました。しかし、
単一波長の計測の為、SO2ガスの計測や正確な温度推定は
できないという問題があります。これらの技術の長所を合わ
せ持つ実用的な装置を実現するため、本サブテーマにおいて
は、可搬型のカメラ型装置に大型の分光装置の技術を組み
込む研究開発を行います。

【分担責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山研究推進センター
研究統括　小澤　拓

リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発

サブテーマ 2 課題 B　先端的な火山観測技術の開発

図2　航空機搭載型分光画像センサ（ARTS）で
取得した桜島南岳A火口、昭和火口付近の擬似カ
ラー画像（R/G/B = 10260/9243/8678nm）。 
SO2ガスの赤外吸収帯は8670nm付近に存在
するため、黄色に発色した部分（青(B)が弱い）が
SO2ガスの存在を示します。グラフは火口内のあ
る点の赤外線スペクトルを示します。

図1　衛星SAR（だいち2号のPALSAR-2）データを解析して得られた
桜島の地殻変動。色は2015/8/10 から2015/8/24 の期間に生じた、
衛星－地表間距離の変化を示します。
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　火山が噴火すると、火口から大量のガス（火山ガス）が放出
されます。その大部分は水蒸気で、他に二酸化炭素や二酸化
硫黄、硫化水素、水素、ヘリウムなどが含まれます。火山ガス
は静穏時にも、噴気地帯の噴気や、マグマの熱で温められた
地下水（温泉）に溶け込んだ温泉ガス、火山体表面の土壌ガ
スなどとして放出されています。ただしこれらには、マグマ起
源の成分だけでなく、火山活動に関係のない、大気や天水、生
物、岩石などに由来する成分も含まれています。
　噴火前にマグマの活動度が高まると、火山ガス中のマグマ
成分の割合が変動することがあります。このような地球化学
的指標は、従来の地球物理学的観測とは全く異なる知見を与
えるため、火山観測に導入すれば、噴火の切迫性評価の精度
を格段に上げられると期待されます。しかし火山ガス中のマ
グマ成分の寄与率を定量的に評価することは容易ではあり
ません。
　そこで本サブテーマでは、「同位体比」を用います。元素
には化学的な性質は同じでも、質量が異なる「同位体」が
あり、それらの個数の比が同位体比です。ヘリウムの同位
体比（3He/4He比）とヘリウムとネオンの比（4He/20Ne比）
は、マグマと地殻の岩石、大気で異なるため、火山ガスの
3He/4He比と 4He/20Ne比からマグマ成分の割合が分かり
ます（図 1）。同様に二酸化炭素の炭素同位体比（13C/12C
比）からも、その起源を知ることができます。また噴気中
の水蒸気を構成する水素の同位体比（D/H 比）や酸素の
同位体比（18O/16O比）も、水蒸気爆発かマグマ爆発かと
いった噴火タイプや、噴気の温度を反映するため、火山観

測に有用な地球化学的指標です。
　これまで同位体比の測定には、化学成分の複雑な分離・精
製操作と大型の質量分析計が必須だったため、火山近傍で
のその場（オンサイト）分析ができず、ダイナミックな火山活
動を時々刻々追跡するのは困難でした。そこで本サブテー
マでは、最先端のレーザー計測技術と質量分析技術を取り
入れ、火山ガス中の化学成分とマグマ起源ヘリウムの濃度
や、二酸化炭素の13C/12C 比、水蒸気や水素のD/H 比および
18O/16O比を、可搬型の装置で計測する技術を開発します。
そしてオンサイトでマグマ成分の放出率の推移を調べ、噴火
の切迫性評価の高度化と、噴火タイプの迅速な判別に貢献す
ることを目指します。
　一方で、火山は生きており、新しい技術の実用化まで待っては
くれません。そこで将来オンサイト観測の対象となり得る火山
で、従来の手法による試料の採取と分析も実施し、現在の火山
活動度と、周辺の火山ガスの上昇状況を把握します（写真1）。
また航空機を用いて採取した噴煙の水素・酸素同位体比から
噴気孔温度を求める、新しい遠隔測定法を確立します。海底に
ある火山からの熱水やガスの放出は船舶の航行の安全を脅か
します。そこで陸に近い海底火山での水・ガス試料の採取・分
析技術も開発し、継続的な観測を可能にします。
　地球化学的視点から火山を研究する人材の不足はとくに
深刻です。そこで高度な分析手法を習得し、さらに自ら新たな
技術開発もできる、将来の火山化学の担い手を育成すること
にも力を注いでいきます。

【分担責任者】国立大学法人東京大学大学院総合文化研究科　准教授　角野　浩史

地球化学的観測技術の開発

サブテーマ 3 課題 B　先端的な火山観測技術の開発

図1　草津白根山の噴気と温泉ガスの3He/4He比と4He/20Ne比。
3He/4He比は大気中ヘリウムの持つ値（RA = 1.4×10-6）を1として表
記。試料のデータはマグマ成分と大気成分の混合線（図中の破線）上の、
両者の混合率を反映した位置にプロットされます。

写真1　火山ガス採取の様子
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１．噴火切迫性評価に必要な多項目・精密観測
　火山噴火は頻度の低い現象ですが、2014 年の御嶽山噴
火のように発生すると被害が大きくなる場合があります。火
山噴火の予測には、常時精密な観測をして火山の状態を良く
知っていることが理想ですが、それがなかなかできない現状
では、通常行っている火山活動監視・異常検知のための観測
に加えて、それを補う精密の高い観測・調査を定期的に行い、
異常検知能力の向上や火山活動の現状を正確に捉える必要
があります。つまり、健康診断にたとえると定期的な通院は
基本として、計画的に人間ドックを受診することや通院で異
常と言われた時に即座に精密検診をすることが重要です。こ
こで実施していることは人間ドックや精密検診に相当し、機
動的に観測を強化して多項目で高精度の観測データを取得
し、それらを用いて火山活動の変化や噴火の切迫性を総合的
に判断する手法の開発を目指しています。

２．定常観測を補完する機動観測の重要性
　機動的な観測強化の重要性を実例で示します。図１は本事
業の開始時から現在までMT法による電磁気探査、地震観測、
地盤変動観測等の多項目機動観測を実施した霧島山硫黄山
周辺（えびの高原）の地下構造と精密な震源を示したものです。
霧島山硫黄山では2018年 4月19日に水蒸気噴火が発生し
ましたが、電磁気探査の結果からここでは地表近くに電気を
良く通す層（水を通しにくい粘土層と想定される）が横たわり、
硫黄山の下ではお椀を伏せたような形状であり、深部からの
高温の火山ガスが溜まりやすい構造であることがわかりまし
た。水蒸気噴火に先立つ地震活動の活発化や硫黄山周辺の
地盤上昇は火山ガスが地下に蓄積したことが原因であること

が明らかになり、水蒸気噴火の発生機構を理解し、噴火切迫
性を評価するための重要な基礎的な情報が得られました。全
国には水蒸気噴火する可能性が高い火山が多数あり、霧島山
で行った多項目機動観測をそれらの火山で実施することによ
り、想定火口の位置や水蒸気噴火の切迫性の評価に利用で
きる情報を継続的に取得することが重要です。

３．サブテーマ４での具体的な計画
　上記のような機動観測を活動的な火山を対象に計画的に
実施し、正確で詳細な火山活動の情報を事前に集積すること
が重要です。このサブテーマでは、全国の大学の研究者が中
心となって、表１に示す10火山で機動観測を実施します。ま
た、それと同時に火山性微動を検出する、地震活動を評価す
る、地下構造を精密に推定する等のいくつかの処理ツールも
作成します。

【事業責任者】国立大学法人東京大学地震研究所　教授　森田　裕一

火山内部構造・状態把握技術の開発

サブテーマ 4 課題 B　先端的な火山観測技術の開発

図1 霧島山硫黄山の構造と地震活動、地盤変動の圧力源
(a)(b) 直交する2断面の地下比抵抗構造（色分布）と震源分布（黒丸）。赤色は電気を通しやすい領域。★は圧力源の位置。
(c) (a)(b) から推定される地下構造の模式図。深部から高温の火山ガスが上昇し、浅部で粘土層（不透水層）に阻まれ高圧の蒸気溜まりが生じ、その周 
 辺で地震活動が活発化した。

実施火山 機動観測の主たる狙い

霧島山 水蒸気噴火の可能性調査
箱根山 熱水を供給するマグマ溜まりの推定
倶多楽 水蒸気噴火の原因の熱水系の探査
三宅島 開放系になった火道でのマグマ蓄積
草津白根山 熱水構造とそれを作るマグマ溜まり
蔵王山 マグマ供給系と地震活動の現状
伊豆大島 マグマ蓄積と噴火準備過程
有珠山 マグマ蓄積と噴火準備過程
新潟焼山 比抵抗構造による熱水系の探査
富士山 熱水系と火山ガスの関連

表１　機動観測実施予定の火山
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　日本全国に111ある活火山のうち、地震計や傾斜計、監
視カメラ等を使って常時火山活動の監視対象になっている
のは約 50火山であり、残りの活火山は常時監視対象には
なっていません。これは活火山地域においては機器観測に
必要な商用電源や電話回線が得にくいことが一つの大きな
理由となっています。また活火山の火口周辺に設置した観
測機器は、その主電源を太陽電池パネルに求め、データ送
信も携帯電話通信等の無線通信に依存しています。このた
め、ひとたび大きな噴火活動が火山で発生すると、太陽電
池パネルが火山弾で破損したり、火山灰が積もって電源が
失われたりして、重要な噴火時の観測データの回収が不可
能になります。
　そこで我々は最近著しく技術開発が進んでいる自律型無
人飛行機（ドローン）を使い、上空からマイクロ波送電装置
を使って地上の観測機器に電力を送電するとともに、観測
機器内に残っている貴重な火山観測データを回収する装置
を開発しています。
　マイクロ波送電技術は、たとえば宇宙空間に超大型の太
陽電池パネル衛星を配置し、そこからエネルギーをマイク
ロ波に変換して地上の装置に電力を送る「宇宙太陽発電所」
構想の基幹となっている技術で、日本では世界トップレベル
の研究が行われています。
　そこでこれまで交流がなかった、各分野でトップを走る無
人航空機の開発技術者、マイクロ波送電技術の専門家、火
山観測研究者が協働し、次世代の火山研究に不可欠な「空
中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置の開発」
に向けて取り組んでいます。

マイクロ波送電技術　
　非接触で電気エネルギーを伝送する方法には、携帯電話
の充電に使われるような電磁誘導方式やコイルとコンデン
サーの共振現象を使う電磁界共鳴方式などもありますが、
いずれも近接間のみの伝送となり、アンテナの位置合わせ
が重要になります。それに対して電気エネルギーを一度電
磁波に変換し、アンテナを介して送受信するマイクロ波送電
方式は、距離が離れていても、大容量の電気エネルギーを
伝送することが可能です。

自律型無人航空機開発
　火山から放出される火山灰は、航空機のエンジンに悪影
響を与えるため、ひとたび火山噴火が発生すると、その火
口周辺は航空機の飛行制限がかかります。このため活火山

の観測には農薬散布用に作られた産業用無人ヘリコプタが
流用されてきました。近年は電動で複数の回転翼を持つ無
人飛行機（いわゆるドローン）の技術が急速に発展してきま
した。また座標をあたえると自動的に障害物を回避しなが
ら目的地に到達する「自立航法技術」の発展にも著しいも
のがあり、火山の火口内など操縦用の電波が届かないとこ
ろでの観測も可能になりつつあります。

低消費電力の火山観測機器の開発
　活火山においては、地震・地殻変動・電磁気などのセンサー
を用いて火山活動を測定しています。現在は太陽電池や携
帯電話回線などを使って電力供給やデータ回収を行ってい
ますが、火山活動が活発になると電源が失われ、データ回
収が難しくなります。そこで九州大学と京都大学では空中
マイクロ波送電によるわずかな電力でもデータ送信を行い、
貴重な観測データを回収することができる観測装置の開発
を進めています。また機器を火口周辺に多数展開するため、
機器の価格や開発費もなるべく安価にする必要もあります。
そこで既存の火山観測機器に接続し、無線 LAN 装置を内
蔵したデータ回収ホスト装置を作成して、上空からの自動
データ回収ができる仕組みを検討しています。またなるべく
小型でかつ低損失のマイクロ波受電用アンテナ（レクテナ）
の作成も重要な機器開発ポイントとなっています。

B2
　-1

課　題

【事業責任者】国立大学法人九州大学大学院理学研究院　准教授　松島　健

課題B2-1　火山観測に必要な新たな観測技術の開発

火山観測に必要な新たな観測技術の開発
空中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置の開発

図1　空中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置開発組織
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本研究課題の最終目標
　自立飛行型無人航空機にマイクロ波送電装置を搭載し、
2～3m上空から地上に設置した火山観測機器に電力を供
給すると同時に、観測機器のデータを無線通信で回収する
装置を開発します。また開発した装置を、室内実験で試験
するとともに、実際に火山地域（桜島火山等）で無人航空
機を飛翔させ、電力送電およびデータ回収実験を実施しま
す。そして送信技術や無人航空機の安定飛行への改良を続
けることで送受信効率10% 以上を達成させ、近い将来に
おいて「空中マイクロ波送電技術」の実用化を目指します。

課題 B2-1　火山観測に必要な新たな観測技術の開発

写真1　16翅大型無人航空機の飛翔実験。10kgの荷物を積載して7分間飛行することができます。
飛行時間を延ばすために、積載機材の軽量化も不可欠です。

図2　無人航空機（マルチコプター）を用いたマイクロ波送受電および
観測データ回収システムの模式図

写真2　電波暗室内における電力の送受電実験装置。上部の32素子アン
テナから2.4 GHz, 50 Wのマイクロ波を送信して、下部の37素子アン
テナで電力を受信します。
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　本課題では、火山観測用にレーザー光を使った新しい振動
センサーシステムである「位相シフト光干渉法を用いた振動観
測システム」の試作機（以下、「光センサーシステム）を構築する
とともに検証観測を重ね、新しい観測システムを実用的なもの
に育てます。
　火山研究も火山防災も基本は現地における観測です。火山
性地震や火山性微動としてとらえられる地震波は、火山の地下
で今起きていることを知らせてくれる貴重な情報です。この地
震波をとらえる振動センサー（地震計）は、火山の内部で今起
きていることをとらえるための「耳」の役割をします。直接目に
見えない火山活動の異常をより早く検知しようとすれば、腐食
性の火山ガスが充満する場所や高温にさらされる場所、雷常
襲地の火山の山腹などにこそ「耳」であるセンサーが必要です
（図1）。このような場所でこそ光センサーシステムは大きなアド
バンテージを持ちます。
　本課題で取り扱う光センサーシステムはセンサー部（写真1）
に電気回路を持ちません。光センサーシステムでは地震波によ

る地面の動きをレーザー光の位相差として検出します（図2）。
光センサーシステムではセンサーで検出された位相差を光信
号として光ファイバーで直接送ることができます。したがって光
センサーは高温と腐食性ガスにも耐え、さらには雷サージのよ
うな電気ショックにも耐えることができます。
　平成28年度に光センサーシステム試作機を約1ヶ月にわた
り桜島火山で運用しました。桜島火山では従来のシステムと
比較しても遜色のない品質の火山性地震記録を得ることがで
きました（図3）。平成29年度は浅間火山で長期運用の検証を
行いました。平成30年度は火山観測に適したこれまでより長
周期のセンサーを開発して、その検証を行っています。本課題
では今後新たな検証機を製作しその実証試験を繰り返し行う
ことで、光センサーシステムを「いち早く火山現象を捉える実
用的なセンサー」に育て、火山研究および火山防災の高度化に
貢献します。

課　題

【事業責任者】国立大学法人秋田大学国際資源学部　准教授　筒井　智樹
【分担責任者】白山工業株式会社　基盤開発部長　平山　義治

火山観測に必要な新たな観測技術の開発
位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発

課題B2-2　火山観測に必要な新たな観測技術の開発

写真1　光センサーシステムのセンサー部

図2　光センサーシステムによる振動検出のイメージ 図3　光センサーシステムにより記録された桜島の火山性地震のデータ

図1　厳しい環境での火山観測（イメージ）

B2
　-2
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課題の概要
　課題Cでは国内の主要な活火山を対象に噴火履歴の解
明と噴火事象の解析を行い、得られた情報を数値シミュレー
ションで解析することによって火山噴火の予測技術を開発し
ます。そして事象分岐判断基準が伴った「噴火事象系統樹」を
整備するとともに、噴火発生確率の算出に向けた検討を行い
ます。
本課題は、C-1：「火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手
法の開発」、C-2：「噴火履歴調査による火山噴火の中長期予
測と噴火推移調査に基づく噴火事象系統樹の作成」、C-3：「シ
ミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発」の3つ
のサブテーマからなり、互いに密に連携しながら進めていき
ます（図１）。

各サブテーマの概要
C-1：火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手法の開発
　本サブテーマでは、国内の代表的な活火山を対象に、噴火
の過程が記録されている噴火について、深度（圧力）・温度・
含水量といったマグマ溜りの状態、噴火に先立つマグマ混合
から噴火までの時間スケール、マグマの上昇開始から噴火開
始までの時間スケールを噴出物の解析から明らかにすると
ともに，実際の噴火現象との対比を行います。本研究で新た
に得るデータに加えて既存の研究成果も適宜参照して、火山

噴出物から噴火事象分岐予測を行う基準を検討します。計画
期間内に11火山について研究を行うとともに、C-2と連携し
て噴火履歴調査で収集した試料の一部の解析も行います。
さらに、より多くの火山噴出物の分析データを収集し噴火事
象分岐予測に役立てるため、分析・解析プラットホームを整備
し、広く火山研究者や学生に開放するための利用環境を整え
ます。

C-2：噴火履歴調査による火山噴火の中長期予測と噴火推移
調査に基づく噴火事象系統樹の作成
　本サブテーマでは、活動的で噴火した際の社会的影響が
大きい26の重点火山を中心とした全国の活火山を対象に、
主として地質学的および物質科学的手法に基づいて長期的
な噴火履歴を明らかにし、さらに個々の噴火の様式とその推
移を可能な限り詳細に解明します。また当初の5年間は、最
重点火山として摩周・鳥海山・浅間山・阿蘇山・鬼界（薩摩硫
黄島）の5火山を選定し、ボーリング掘削やトレンチ調査を
集中的に実施して、より高精度に噴火履歴を解明します。そし
て、各対象火山について高精度の時間－噴出物量図（階段図）
を作成するとともに、噴火履歴に対応する噴出物の物質科学
的解析に基づいたマグマプロセスの解明を行い、個々の火山
で中長期噴火予測、および分岐確率の入った噴火事象系統樹
の作成を目指します。 

C
課　題

【事業責任者】国立大学法人北海道大学大学院理学研究院　教授　中川　光弘

火山噴火の予測技術の開発

図1　課題Cの実施内容の相関関係と各サブテーマのイメージ
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C-3：シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発
　本テーマでは、数値シミュレーションにより事象分岐判断
手法の開発を行います。本事業の7年目までは、個別の事象
（例えば地下のマグマの移動など）についてのモデル化と数値
シミュレーション技術を開発します。その際、それぞれの事象
を支配するパラメータの洗い出しと、その感度解析を行いま
す。これには実験的手法による物性モデルの開発を併せて進
め、その成果を数値シミュレーションに取り込み、高度化をは
かります。本事業の8～10 年目では、各事象の発生・分岐条
件を踏まえた火山ハザード評価システムおよびマグマ移動過
程評価システムを開発します。また、多パターンの数値シミュ
レーションを実施し、それに基づき事象分岐確率を提示する
ことを目指します。

他の課題や他分野等との連携
　課題Cは、C-1～3のサブテーマ間だけでなく、他の課題、
外部の研究機関、および人材育成コンソーシアム事業と深く
連携しながら実施します（図２）。課題C内では、C-2 から提
供される各火山における過去の噴火推移や噴火規模のデー
タを用い、C-1で噴火事象系統樹作成のための分岐条件の検
討を行います。一方、C-1から提供される最新の火山深部情報
は、C-2で行われる噴火予測手法開発に活かされます。また
C-1から提供されるマグマ溜り深度や上昇速度の情報、C-2
から提供される噴出量、噴出率、火口位置などの地質データ
は、C-3で実施されるシミュレーションに活かされます。
　課題Aにより利用可能となる多くのデータ、課題Bの観測
成果・観測パラメータも、本課題のシミュレーションに活かさ
れます。課題Dとは、リアルタイムハザード予測に必要な観測
情報について課題D-1との共有、メソスケールでの降灰予測
技術について課題D-2との連携、ハザード情報の表現手法の
取り扱いや噴火発生確率などについて課題D-3との連携、な
どを行います。

　C-3では特に他分野との連携・融合を重視しています。例え
ば数値シミュレーションやハザード評価システムの開発にあ
たり、計算科学分野から最新のアルゴリズムの知見を導入し
ます。また物性モデルの構築、岩脈貫入における破壊過程な
どの知見を材料工学・物性物理学から導入します。特に火山
噴火確率の検討にあたり、統計学の知見を導入した検討を行
います。C-2やC-3では、海外の研究機関と情報交換や連携
をとって研究を進めます。特にC-1で得られた組成分析のデー
タベースは海外の分析データ公開の主要な運営サイトと連携
する予定です。
　本課題の研究成果は火山研究人材育成コンソーシアム構
築事業での講義・演習に活用されます。また、本課題は人材育
成の場としても利用されます。特にC-1やC-2で行う地質調
査や物質科学的解析は、地質・物質科学分野の大学院生の研
究課題として適しています。さらにそれぞれの分担機関が大
学院生を受け入れ、地質調査や化学分析の訓練を行うことも
想定しています。その意味で「人材育成事業」においての地質・
物質分野の教育・訓練の大きな部分を、本課題が担うことに
なるでしょう。

社会的意義
　本事業の目標である噴火予測技術は、火山の監視、防災対
策、噴火対応等で必要とされ、広く社会で活用されることが
期待されます。本事業の主要な成果である各対象火山の「中
長期噴火予測」および「噴火事象系統樹」は、気象庁や火山防
災協議会での噴火シナリオの検討や避難計画などの防災対
策に不可欠な基礎資料となるはずです。また、地元住民を対
象とした各火山の研究成果や中長期噴火予測についての普
及講演を平成30 年度以降毎年行うことを計画しており、火
山研究への理解と火山防災への意識の向上を図っていきま
す。また火山ハザード評価システムの実現は、噴火時の対応だ
けでなく、火山防災対策への活用も期待されます。　

　課題C　火山噴火の予測技術の開発

図2　課題Cと他課題・火山研究人材育成コンソーシアム構築事業との関係
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　本課題では、「噴火事象」がどのような推移をたどるかを「予
測」する手法の開発を目指し、火山噴出物の解析を行います。火
山体の地下で何らかの異常が観測された際に、それが実際の
火山噴火に到るのか、それとも噴火未遂で終わるのか。あるい
は、実際に噴火が開始後にそれが穏やかな溶岩流となるのか、
それとも火砕物を広範囲に飛散させる爆発的噴火となるのか。
噴火は短期で収束するのか、それとも長期間にわたって継続す
るのか。こうした判断を行うことが「噴火事象分岐予測」です。
ひとたび噴火の発生を予想させるような事象が観測された際
に、その後の噴火推移について様々な判断を迅速に行えるよう
に、物質科学的データを集めていつでも使えるように情報を整
理することが、本課題の主目的です。
　火山噴出物を解析して得られるデータは多種多様です。どの
ようなデータが噴火事象分岐予測に対して有効であるかは、ま
だ十分には明らかになっていません。そこで私たちは、観測や
歴史記録によって噴火の様子や推移について知ることができ
る比較的最近の噴火について、マグマの状態や運動がそれらの
火山噴出物にどのように記録されているかを調べることにしま
した。特に、(1)斑晶組成、(2)斑晶量、(3)メルト組成 (+含水量)、
(4)石基組織と組成、(5)斑晶累帯構造　に着目しています。
　(1)-(3)からは、噴火前のマグマの状態、すなわち、マグマ溜ま
りの温度と圧力やマグマの粘性を知ることができます。これら
は、マグマの爆発性や噴火を継続する能力の重要な指標と考
えられます。また、C-3で実施されるシミュレーションにおいて

は、初期値や物性値として活用することができます。(4)は、マグ
マの上昇速度を記録していると考えられており、もし過去の噴
火においてマグマの上昇速度と噴火様式との間に良い対応関
係が得られれば、次の噴火においても、物理観測等から読み出
したマグマの移動速度をこの対応関係にあてはめることによっ
て噴火様式の予測ができるかもしれません。(5)は、マグマの注
入が噴火の引き金となる場合を想定して、斑晶内部の元素拡
散からマグマ注入から噴火に到るまでの時間を推定しようと
いうものです。ある火山で特徴的な時間が得られれば、将来、物
理観測からマグマの注入が推定された際には、その一定期間

内は噴火発生の厳重警戒として火山監
視を強化し、もし何事も無ければ警戒解
除とする、といった噴火対応もできるよ
うになるかもしれません。
　さて、私たちは事業期間内に11の火山
について上記のようなデータを集め、火
山噴出物分析が噴火事象分岐予測に有
効かどうかを検討します。このためには、
かなり大量の火山噴出物試料を効率的
かつ精度良く分析しなければなりませ
ん。そこで、火山噴出物試料を高効率・高
精度で分析できる環境(分析・解析プラッ
トホーム）を構築しています（図1）。ここ
で得られたデータは、火山ごとの噴出物
と噴火の特徴が一望できるオンライン
カタログ（図2）としてまとめられる計画
です。　　

C
課　題

サブテーマ 1

【分担責任者】国立大学法人東京大学地震研究所　准教授　安田　敦

　課題C　火山噴火の予測技術の開発

火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手法の開発

図1　分析・解析プラットホームの概略

図2　火山噴出物カタログのイメージ
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　「火山噴火の予測技術の開発」を行うためには、噴火の準
備過程から噴火の開始～終了までの種々の観測データや火
山内部のプロセスを記録した物質科学的情報を得ることが
重要です。これらのデータが得られると、噴火準備の場とプ
ロセス、噴火様式の変化の要因、噴火終了に至った条件な
どが解明される可能性があります。そしてそのような事例研
究を多数蓄積することにより、火山噴火予測技術が確立さ
れると期待されます。
　そこで本サブテーマでは、複数の活火山を対象に、主と
して地質学的・物質科学的手法に基づいて、個々の火山に
おける高精度な噴火履歴の解明、個々の噴火における噴火
推移の復元を行います。そして、これらの成果に基づいて高
精度の時間－噴出物量階段図を作成します。また、噴火履
歴に対応する噴出物の物質科学的解析を行うことでマグマ
プロセスを解明します。そして特に階段図とマグマプロセス
の長期変遷の情報をもとに中長期噴火予測手法の開発を行
い、個々の火山で中長期噴火予測を行います。また個々の
噴火推移の情報をできる限り多く蓄積することで、分岐確率
の入った噴火事象系統樹の作成を目指します。さらに火山毎
における噴火事象の特徴やその共通点を明らかにして、噴
火事象のモデル化に必要なパラメータ、例えば噴出量、噴

火推移、マグマ物性（組成、斑晶量、温度）などを、特に
C-1や C-3 課題に提供します（図１）。
　本サブテーマにおける重点的な調査対象として、活動的で
あること、噴火した際の社会的影響が大きいこと等を考慮し
て26火山を、さらにボーリングやトレンチ調査を集中的に
実施する最重点火山として、摩周・鳥海山・浅間山・阿蘇山・
鬼界の5火山を選びました。本サブテーマでは時間と手間
のかかる地質調査や噴出物の物質科学的解析を基盤とする
ため、多くの機関から専門家を結集しています。また、高度
な物質科学的解析を行う場として「マグマ変遷解析センター」
を北海道大学に設け、参加機関の研究者・大学院生に開放し、
高精度かつ多種類のデータの蓄積をはかります。
　最終的には、研究対象とする各火山について、過去数万
年間あるいはそれ以上の時間軸で時間－噴出物量階段図を
作成し、それに対応したマグマ変遷の情報を完備させます。
そしてこれらの情報をもとに中長期噴火予測手法を開発し、
噴火活動の中長期予測を作成・公表するとともに、活動履
歴をもとにした噴火事象系統樹を整備します。最終的には、
これらが地元の自治体、火山防災協議会、および住民に周
知され、長期のインフラ整備計画、火山防災および住民教
育に活用されることを目標としています。

C
課　題

サブテーマ 2

【事業責任者】国立大学法人北海道大学大学院理学研究院　教授　中川　光弘

　課題C　火山噴火の予測技術の開発

噴火履歴調査による火山噴火の中長期予測と噴火推移調査
に基づく噴火事象系統樹の作成

図1　課題C-2の研究手法と期待される成果、および関連課題・火山研究人材育成コンソーシアムとの関連
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　本サブテーマでは、火山活動や火山災害の予測の評価の
ために「噴火事象系統樹」を作成します。これは、火山活動
が平常な状態から、活発化が認められ、噴火に至る過程にお
いて、その切迫性、噴火様式、可能性のあるハザードの種別、
我々の生活や社会活動に与える危険性など、多くの可能性を
体系化してツリー状に示したものです。活動の今後の推移に
は複数の可能性がありますが、そのいずれの分岐に向かうの
かを判断し、火山の状況を把握できれば対策をとることが可
能となります。この分岐判断の基準をシミュレーションにより
検討します。
　火山噴火とそれに伴う火山災害は、複雑な物理的・化学的
な要素の組み合わせにより発生し、その現象は、溶岩流、火
砕流、噴煙・降灰、噴石など多岐にわたります。また、噴火
予知のために地下におけるマグマの動きを把握することも重
要です。このような複雑な現象のメカニズムを明らかにし、
火山災害の発生を予測するため、火山観測データや実験デー
タから得られる情報と理論を踏まえ、より高度で精度の高い
モデルをつくり、数値シミュレーションを行い予測につなげて
いきます。
　本サブテーマでは、１）火山噴火予知・推移予測に資する
地下におけるマグマ移動シミュレーション、および、２）火山
災害軽減のための噴火ハザードシミュレーションの開発・高
度化を実施します。１)では、地下におけるマグマの移動過程
（図１）、気液二相系としての流動様式と噴火様式についての
解釈を行い、噴火に至るまでの事象分岐の判断基準について
体系的に整理します。また、室内実験を実施し、マグマ移動
過程に影響を与える物性についてのモデルを構築し、シミュ
レーション化する数値モデルの高度化を行います。２）では

噴火発生時における溶岩流・降灰・噴煙・火砕流・噴石など
の多様な火山現象に対してまとめて評価ができるように整理
し、噴火ハザードを高精度で評価可能なシステムを作成しま
す。これらの成果により、火山活動から火山災害発生までの
事象系統樹の分岐を評価するパラメータを与えることを目指
しています。
　数値シミュレーションの結果から被害予測を行うための噴
煙柱ダイナミクスモデルの開発の事例として、SK-３Dモデル
による噴煙柱・降灰大規模数値シミュレーションの事例を示
します（図２）。数値シミュレーションでは時々刻々変化する
状況を示しながら、被災建物数や避難などに使える道路の情
報などを提供することができ、火山活動の推移に応じた防災
対策への活用が期待されます。

C
課　題

サブテーマ 3

【分担責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山研究推進センター　副センター長　藤田　英輔

　課題C　火山噴火の予測技術の開発

シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発

図１　岩脈貫入シミュレーションの例。10km×10km×10kmの領域を直径約100mの粒子100万個で表現している。
その中央、地下5kmに岩脈の先端をセットし、過剰圧を静岩圧の32倍とした場合で、噴火に至る様子が見られる。およそ静
岩圧の10倍程度の初期過剰圧が噴火・噴火未遂の閾値であることが分かった。

図２　SK- ３Dモデルを用いた噴煙柱・降灰大規模シミュレーションの
例。ピナツボ1991年噴火事例の再現計算。
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　本研究課題では、火山災害に対応するため、リアルタイ
ムで状況を把握するとともに、そのデータを迅速に解析し、
その後の推移予測とリスク・クライシス評価、さらには対策
技術の提供までを一連で行う技術を開発します（図１）。
　火山噴火が発生した場合、火山活動を迅速に評価し的確
な防災対応が行われるためには、火口付近の状態や噴出物
の広がりについて、できるだけ詳しい情報をできるだけ早く
取得することが重要です。しかし、安全上などの様々な縛り
があるために、火口付近にはすぐに接近できないという事態
が起こり得ます。火山噴火予知連絡会総合観測班では、噴
火の状況を総合的に判断するために、火山研究者が噴火時
においても観測や調査の目的で、安全を確保しながら規制
区域に入ることができます。しかし、その総合観測班は立
ち上げに時間がかかるため、噴火で破壊された火口近傍の
観測点がなかなか復旧できないことや、火口や噴出物の状
況把握を含めて噴火の初期情報に欠け、迅速な判断ができ
ないことが過去にしばしばありました。

　これを補うために本プロジェクトでは、火山噴火の予兆が
把握された場合や噴火が発生した場合に火山噴火緊急観測
を迅速に実施するための仕組みを準備しています。それと
同時に、課題 D1では、噴火発生前後からドローンなどの
無人機を用いて火口付近の地形や噴出物に関するリアルタ
イムの災害情報を取得する技術を開発し、これによって取得
した情報や解析の結果を共有できるように準備しています。
また、噴火の規模によらず、火山灰の浮遊・降灰は火山現
象の中で、最も広範囲に影響を及ぼす災害です。想定され
る次の富士山噴火においても首都圏への降灰が大きな課題
となります。そのため、噴火に伴う火山灰の浮遊や降灰に
関するモデルやシミュレーションを用いた、噴火前からの観
測に基づくリアルタイム降灰予測情報が重要であると考えら
れます。課題 D2では桜島火山をケーススタディとして、噴
火の前の観測データや気象情報から、予想される噴火に伴
う火山灰の移動拡散・浮遊や降灰のリスクを事前に予想し、
それを災害対策に活かす研究を進めています。そこでは、浮

D
課　題

【事業責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山研究推進センター長　中田　節也

課題D　火山災害対策技術の開発

火山災害対策技術の開発

図１　課題Dサブテーマ間およびプロジェクト全体の連携を示す図
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遊する火山灰についてはMPレーダーやGNSS などの最新
の技術を活用して、火山灰の挙動を捉え降灰モデルに反映
するというリアルタイム予測情報を提供する準備が整いつつ
あります。これらの観測や予測情報に加えて、課題 Aで整
備するプラットフォームを用い、防災関係者（自治体や火山
防災協議会に参加する専門家）が必要とする情報や知識を
提供するためのツール開発を課題 D3で行っています。
　現状、火山現象の予報は気象庁が行っており、気象庁以
外の者が予報業務を行うことについては気象業務法による
高いハードルが存在しています。このような縛りのある背景
であっても、大学や国立研究開発法人などの火山噴火に関
わる研究者は、火山災害の軽減のために火山噴火予測技術
の高度化を目指して研究を進めてきており、火山噴火予知
連絡会に参画するとともに、気象庁が行う火山現象の予報
業務に活用する予測技術の向上に貢献してきました。2014
年の御嶽山の火山災害を経験して、活動的な火山の火口近
傍に観測点が整備されました。火口近傍に観測点があった
方が様々な異常を捉えられるに違いありません。しかし、よ
り弱い異常が捉えられるということと、噴火予測ができると
いうこととは別です。御嶽山噴火においても、異常は噴火
の約半月前から捉えられていましたし、その意味がようやく
解読され始めた段階です。
　一方、日本では火山観測研究が始まってから、まだ規模
の大きな噴火を経験したことはありません。また、それに
対する噴火警報を出したことはありません。それに対して、
観測技術や研究が日本に比べて発展途上であるインドネシ
ア共和国においては、日本では最近観測したことのないい
くつかの大噴火において、噴火警報をタイムリーに上げ下げ

し災害を最小限に抑えてきています。インドネシアの実績と
の比較で考えると、観測網整備と火山警報の効率的な出し
方とは必ずしも直結しないことを示しているようにも見えま
す。インドネシアだけでなく、活火山を持つ諸外国と日本の
火山防災体制を比べると、日本以外では研究機関と火山防
災担当機関が一体化しており、観測から情報発信までの速
さと決断力などに関して、日本と大きな違いがあるように見
えます。そのため、日本においては本研究が目指すように、
観測データを一元化するとともに、観測から予想される現
象や災害をいち早く把握・予測し、分かりやすい情報を防災
機関や関係する専門家に提供し、防災対策に生かすという
速やかな連携が重要になると考えらえます。すなわち、気象
業務法による縛りの中で、観測されたデータをできるだけ分
かりやすい解説をつけてリアルタイムで見せる工夫をすると
ともに、それらが対象火山の噴火事象系統樹のどこに位置
するのか、どのような災害リスクがありうるかを含めて、情
報提供するツールを開発する必要があります。この部分は課
題 D3の目的であると同時に、本プロジェクト全体のアウト
プットとしても極めて重要な部分を占めます。
　次世代火山研究推進事業においては、火山観測データの
一元化が大きなテーマとなっていますが、その目的は観測
データを「一元化」することだけではありません。一元化さ
れたデータを活用して全国の火山コミュニティーの研究が促
進され、緊急時に、自治体や火山防災協議会に参加する専
門家などに必要とされる情報が分かりやすく迅速に提供で
き、それによって有効な救援や避難対策が取れるようにな
ることこそが、本プロジェクトが目指していることなのです。

課題D　火山災害対策技術の開発
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　火山が噴火した際、適切な防災判断を行うためには、既設
の地震計などの観測機器による観測に加えて、火口の内部・
周辺の様子や噴出物の状況等を可視画像や地形データ取得に
よりいかに早く把握できるかが重要です。
　しかし現在は、火口や噴出物の状況の把握は、噴火後に
天候や噴火活動状況を遠目に見ながら、わずかなチャンスに
期待して飛行機に乗った専門家や報道機関等が撮影した映像
から経験的に類推しているのが現状です。そこで本サブテー
マでは、ドローンを活用して火口等の状況を機動的に撮影し、
画像を解析して状況の変化を自動認識し、安全かつ迅速に防
災行動に役立つ形で提供する体系を開発します（図１）。

取り組む課題①：噴火後の詳細情報取得の迅速化
　安全上の問題から、噴火直後の火口周辺の細部把握や地
形情報取得には時間を要します。時間ロスを極力減らして、噴
石・溶岩流等の特徴や経時変化を予測シミュレーションや防
災行動に役立つ形で提供するため、ドローン等で取得した画
像を活用する技術開発を行います（写真１）。

取り組む課題②：画像解析技術の高度化
　撮影画像の解像度が高いほど得られる現地情報の精度は
高くなりますが、その分時間がかかります。災害時の時間変
化に応じて必要な場面で必要な精度の情報を提供していくた
めの技術開発を行います（図2）。

　なお、本研究期間中に噴火が起きた場合には、検討中の内
容をふまえた空域からの写真取得や詳細地形データ作成等を
行い、迅速に情報提供する予定です（図3）。

D
課　題

サブテーマ 1

【分担責任者】アジア航測株式会社先端技術研究所　室長　千葉　達朗

課題D　火山災害対策技術の開発

無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把
握手法の開発

図１　危険箇所の状況を迅速に把握する技術の開発

図3　阿蘇山2016年10月噴火の
状況をドローンから緊急撮影し、作
成した3次元モデル

写真1　ドローンで撮影した桜島の南岳B火口（左：可視光での撮影画
像、右：熱赤外線による撮影画像）

図2　ドローンによる伊豆大島計測（左： 3次元モデル、右：三原山火口メスシリンダー表現）
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　火山噴火によって放出される火山灰は、農林水産業や健
康への被害、交通網の停止を引き起こし、さらに噴火活動静
穏化後も降雨時の土石流や泥流の発生といった二次災害を
引き起こす要因ともなります。
　桜島では1955 年以降の南岳や近年の昭和火口における
爆発活動により降灰の被害が深刻化しており、今後想定さ
れる大正噴火級の大規模噴火では、火山周辺に極めて深刻
な被害をもたらすだけでなく、その影響範囲は東日本にま
で及びます。火山灰の被害に対処するには、火山灰の拡散と
降灰の状況をリアルタイムで把握し、拡散と降下について
即時的に、なおかつ高精度に予測することが求められます。
本サブテーマは、これまでの火山観測技術に、気象学・流体
力学の技術と知見を融合させて、京都大学、鹿児島大学、筑
波大学、神戸大学、東北大学、東京大学、環境研究所、日本気
象協会などが以下の技術開発に取り組み、降灰量の予測精
度を－50％～＋200％とすることを目指します。

① レーダー、GNSS などの様々な観測機器を駆使して火山
灰量を求める技術開発を行います。

② 噴火発生に伴う地震と火山体の収縮から火山灰噴出率
を見積もり、これを活用して火山灰の予測の高速化を図
ります。

③ 複雑な火山地形上の風の場や、火山灰の粒形分布などを
考慮して、火山灰予測の高精度化を図ります。

④ 観測されている降灰のデータも逐次活用しながら、長時
間続く噴火の火山灰を継続的に予測します。

⑤ 噴火発生前の火山体の膨張をとらえ、火山噴火発生予測
手法と火山灰の拡散予測手法を結合させて、噴火発生前
に確率的な降灰予測を行います。

　この技術開発は、降灰量をリアルタイムで情報提供でき
るだけでなく、その予測手法は気象庁の降灰予報や地域防
災計画に貢献することができます。また、予測データは自治
体の災害対策や交通機関での運用に活用することが期待さ
れます。

D
課　題

サブテーマ 2

【分担責任者】国立大学法人京都大学防災研究所　教授　井口　正人

課題D　火山災害対策技術の開発

リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発

写真1　桜島の昭和火口から上昇する噴煙

図1　レーダーで捉えた2018年12月18日の口永良部島噴火の噴煙。雲
の中の噴煙も見ることができます。

図2　2018年6月16日の桜島噴火後の降灰量の予測。高解像度の
風と正確な噴出速度により、予測を改善することができます。

写真2　桜島の火山灰をとらえるレーダー

高
度（
km
）

距離（km）
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観測、予測、そして対策
　これまでの日本の火山研究は、火山活動を観測し、噴火を予
測する研究を中心に進められてきました。噴火を予測すること
で火山災害による被害を減らすことが期待されますが、気象災
害などとは異なり火山災害は低頻度のため、自治体の防災担当
者等は火山災害対応の経験があまりない一方で、火山噴火は
現象とそれに伴う災害が多様であるために、十分に被害を想定
して対応するためには様々な分野の知識が必要となります。

　一方、これまでの火山に関わる地域防災計画は地域住民への
対策が中心でしたが、2014年御嶽山噴火災害によって、観光客や
登山客への対策も重要であることが明らかになりました（写真１）。
　また、火山災害の一つである降灰は、視界を奪うだけではなく、
わずかな堆積層厚でさえ、交通を始めとする生活基盤に影響を
与えます。特に、都市部では降下火山灰の経験はほとんどなく、今
後検討しなければならない課題は多いと考えられます（写真2）。
　さらに、平時においても火山災害の状況を具体的にイメージ
できるようにすることで、自治体の防災担当者の適切かつ迅速
な初動対応につなげることができます。
　そこで本サブテーマでは、このように「観測・予測」と「対策」
をつなぎ、適切な防災対応に活用できる情報ツールの開発を
行います。

火山災害対策のための情報ツール
　本サブテーマで開発する情報ツールは、3つのコンテンツか

ら成ります（図1）。
　（１）火口で火山噴火が発生した際に登山客や観光客などの
避難・救助に役立つためのコンテンツの開発を進めます。平
成29年度に引き続き、平成30年度は富士山登山者の安全を
守る仕組みづくりを目指す実証実験「富士山チャレンジ2018」
で取得した登山者動向把握のための動態データを活用したコン
テンツの開発を進めています。
　（２）都市部に降灰が及んだ際に、災害対応で重要拠点とな
る病院等の重要施設がどのような影響を受けるかを把握する
ための降灰被害予測コンテンツの開発を進めます。日本建築学
会とも連携しながら、降灰実験等を通して建築物等への影響
の数値化を目指しています。
　（３）火山災害の知見を深め、平時の備えや災害の具体的な
イメージ化を支援するための周知啓発・教育用のコンテンツの
開発を進めます。全国の自治体防災担当者へのヒアリング調査
及びアンケート調査から得られたニーズを踏まえ、火山災害及
び火山防災について手軽に学べる教科書や資料等にアクセス
できる総合的なポータルサイトとして開発中です。
　これら3つのコンテンツを組み合わせて、平時及び災害時に
防災担当者や火山専門家が容易に利用できるツールにする必
要があります。このため、開発に際して火山を有する自治体や火
山専門家に協力をいただきながら、さらに火山専門家と防災担
当者との知識や経験、コミュニケーション等のギャップを埋める
ためのツールとなるよう利用者視点で開発を進めていきます。
　最後にこの情報ツールは、本サブテーマで開発するコンテ
ンツのみならず、観測・予測・対策研究を一体的に進めてい
くための機能も有します。観測情報の把握と予測研究の成果
を取り込み、刻々と変化していく火山災害状況を把握するた
めにWEBGISなどにより随時閲覧することができ、防災担当
者や火山専門家が火山防災協議会などで状況認識を統一す
るために利用できるツールとなることを目指します。

D
課　題

サブテーマ 3

【分担責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山研究推進センター　研究統括　宮城　洋介

課題D　火山災害対策技術の開発

火山災害対策のための情報ツールの開発

写真１　富士山吉田口の観光客及び登山者

図 1　情報ツールの概念図
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写真 2　2016 年阿蘇山噴火によるクーラー室外機付近の降灰状況
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　火山研究人材育成コンソーシアム事業は、最先端の火山研
究を実施する大学や研究機関、火山防災を担当する国の機関
や地方自治体、また、それらをサポートする民間企業からな
るコンソーシアムを構築し、学際的な火山学を系統的に学べ
る環境を整えることで、次世代の火山研究者を育成する取り
組みです。

コンソーシアム構築の目的
　火山に関する研究を行う学生はこれまで、所属する各大学
の専攻を中心にして火山学の勉強を進めてきました。しかし、
各大学の火山研究者の人数は限られるため、所属する大学で
学ぶことのできる内容はどうしても限られてしまいます。一方
で近年、観測調査技術の向上と合わせ、マグマ動力学の理論
モデルの構築も進み、火山現象の理解および火山活動の予測
に関する研究分野では、火山学の主要3分野と呼ばれる、地
球物理学、地質・岩石学、地球化学の分野の融合が始まって
います。また、社会からの噴火災害の軽減への期待も大きく、
火山学は災害科学のひとつとして位置づけられるようになって
います。
　そこで、火山研究人材育成コンソーシアムでは「次世代火山
研究者育成プログラム」を実施し、大学や研究機関の枠を超
えて、学際性を伸ばしながら研究を進めるという新たな選択肢
を提供しています。これにより、多様な火山現象の理解の深化、
国際連携を強めた最先端の火山学研究を進めるとともに、高
度社会の火山災害軽減を図る災害科学の一部を担うことので
きる、次世代の火山研究者を育成することを目指しています。

コンソーシアム参加機関・協力機関・協力団体
（2018年12月現在 )
●参加機関
　東北大学（代表機関）、北海道大学、山形大学、
　東京大学、東京工業大学、名古屋大学、
　京都大学、九州大学、鹿児島大学、神戸大学

●協力機関
　防災科学技術研究所、産業技術総合研究所
　気象庁、国土地理院
　信州大学、秋田大学、広島大学、茨城大学、首都大学東京、
　早稲田大学

●協力団体
　日本火山学会、日本災害情報学会、イタリア大学間火山 
　コンソーシアム（CIRVULC）
　北海道、宮城県、神奈川県、長野県、岐阜県、長崎県、
　鹿児島県 

●今後参画予定の団体
　民間企業（インターンシップ・講演等）

次世代火山研究者育成プログラムの内容
■受講生の対象
　おもに大学院修士課程の大学院生。毎年11月頃に募集を
行う予定です。
●基礎コース（修士1年相当）　14名程度 / 年
●応用コース（修士2年相当）　14名程度 / 年

■提供する主な授業科目
A．コンソーシアム参加機関の大学で開講されている授業科目
● 地球物理学、地質・岩石学、地球化学、防災学、自然災害
科学に関連する大学院修士課程の学生対象の授業

　 一大学では難しい他分野の多様な講義を受講可能です。
Web会議システムを利用した遠隔授業を導入しています。

B．コンソーシアム等が開講する授業科目
●火山学実習
a. 火山における実習
国内の活動的な火山で計測、調査技術の実習を約5日間で
行います。

コンソーシアム代表機関実施責任者　国立大学法人東北大学大学院理学研究科　教授　西村　太志

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

コンソーシアム機関、役割
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また、博士課程進学希望者を対象に、国内の火山と類似点の
ある海外の代表的な活火山における実習を海外著名研究者の
協力の下に実施し、国内外の火山災害軽減に貢献するための
研究を実践する若手研究者の育成を図ります。
b. 次世代火山研究推進事業が実施する観測・調査
研究プロジェクトで実施する観測調査に参加し、最先端の観
測研究技術を学びます。

●火山学セミナー
a. 最新の火山学研究の分野
b. 工学・農学等の火山計測、防災に関する分野
c.  人文・社会科学等の自然災害に関する分野
　最新の火山学はもちろん、工学、社会科学、火山防災に関
連した分野の特別講義・セミナーも実施し、災害軽減への貢
献を視野に入れる次世代の火山研究者を養成します。

●インターンシップ
コンソーシアム参画機関等でのインターンシップを提供し、社
会との接点を意識して研究を行うことの必要性を学びます。

　こうした授業科目を単位化し、単位取得の必要要件を満た
すことで基礎コースおよび応用コースの修了とします。

■アドバイザリーボード
　受講生が研究の進め方、キャリアパス、就職活動等につい
てアドバイスを受けられるよう、コンソーシアム参加・協力機
関の担当者等による支援体制を設けます。

■キャリア開発支援
● キャリアパス意識啓発を行うために、コンソーシアム参加・
協力機関による説明会等の実施
●学会等での研究発表の奨励

■テキストの作成
　火山学および火山防災に関するテキストや、火山のフィール
ドのテキストを作成します。専門性を深化させるためだけでな
く、他分野の受講生が予習/復習、自主学習ができるテキス
トを目指しています。

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

雲仙岳における火山学セミナーの様子（2018年11月)

シナブン火山（インドネシア国）における火山学実習の様子（2018年7月）ストロンボリ火山（イタリア国）における火山学実習の様子（2018年6月）
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■特別受講生
　正規の受講生である大学院生のみならず、国の機関や地方自
治体の職員等も、本プログラムによる授業科目等を受講できる
ようなカリキュラムを設計します。火山現象の多様性や火山活
動把握技術の現状について学ぶ機会を提供し、それらの知見
が火山防災や活動監視に活用されることを目指しています。

■海外機関との連携
　Asian Consortium of Volcanology、イタリア大学間火
山コンソーシアム（CIRVULC）などと連携し、諸外国で火山
研究を志す大学院生や火山監視業務等にあたる機関の研究者
等と連携した教育プログラムを作成します。

■事業の実施体制
　コンソーシアムに参画している機関の実施責任者などから
なる人材育成運営委員会において、本プログラムの実施方法
などを検討します。

　また、研究開発を実施する「次世代火山研究推進事業」と
連携し、受講生に最先端の研究に触れる機会を提供します。
　事業を円滑に進めるため、代表機関のある東北大学に事務
局を設立しています。本プログラムの実施内容、状況、開講
される授業科目等のシラバスが、受講生のほか火山学に関心
をもつ社会人等（特別聴講生となる方）にもわかるように、ホー
ムページを開設しています。
●火山研究人材育成コンソーシアム構築事業ホームページ
　http://www.kazan-edu.jp

本事業の発展性
将来的な国の火山防災体制の強化に貢献します
● 火山防災協議会へ、火山学、防災に関する基礎知識を有し
た専門家を派遣
● 国・自治体職員が、火山災害の基礎知識や防災に関する将
来ビジョンを獲得
● 国・自治体職員と火山研究者の、災害対策に関する課題の共
有、人的資産の形成による、効率的な防災対応施策の実行
● 海外機関との連携により、防災体制の人材・知見を相互に
供給

若手研究者の育成を促進します
●火山研究の魅力の上昇
●複雑多様な火山現象を多角的な視点で捉える研究者の増加
　→火山活動や噴火に関する新たな研究成果
　→火山噴火予測に関する技術開発の進展
　→防災対策に関連した研究分野が発展

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

社会科学セミナーの様子（2018年6月東北大学） 次世代火山研究者育成プログラムの授業科目等

次世代火山研究者育成プログラムの内容
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